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（単位：千円）

�@見積もり期間は任意です。

�A売上原価（商業：仕入原価、製造業：製造原価）

�B人件費、減価償却費、支払利子以外は、事業の実態に応じて設定

見積損益計算書


平成  年　　月

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．あなたはなんのために事業をはじめるのですか。

（１）起業の動機、目的を確認しましょう。（創業の動機、目的）

	


（２）起業によって実現したいことはなんでしょうか。（目標ないしビジョン）

	


２．自分自身について整理しよう。

（１）あなたの経験、実績を棚卸しましょう。（経営者自身の強み、弱みなど）

	


（２）事業をはじめるにあたって、自身の環境について再確認をしておきましょう。
　　　（経営者を取り巻く環境条件）

	


（３）あなたを応援してくれる人や会社など、協力者はいますか。（支援者、協力企業など）

	


３．あなたの事業の概要（コンセプト）をまとめてみましょう。

（１）あなたのお客様はだれですか。（誰に）
 1 対象とするお客様《想定するお客様》

	


 2 そのお客様はあなたの事業になにを求めていますか。《お客様のニーズなど》

	


（２）あなたがお客様に提供する商品やサービス、技術はなんですか。（何を）
 3 提供する商品やサービスの概要

	


 4 お客様に利用していただける理由

	


（３）その商品やサービス、技術をどのように提供しますか。（どのように）

	


（４）あなたの事業の特徴（セールスポイント）をまとめてください。
　　　（事業の強み、独自性、新規性など）

	


（５）今後注意を要する点、解決しなければならない課題などを事前に押さえておきま
　　　しょう。（事業のリスク、課題など）

	


（６）あなたの事業をまとめると！（コンセプトのまとめ、キャッチフレーズ）

	


４．ライバルについて分析しよう。

（１）あなたのライバルは誰ですか。先進的な事例はありますか。（競合先など）

	


（２）あなたのライバルの強み、弱みは。（競合先の実態、強み、弱み、）

	


（３）ライバルに対する自分の強み、弱みは。（競合先への対抗策など）

	


５．世の中の流れや業界の動向（事業の社会的背景）をみておこう。

（１）あなたの事業にとって重要と思われる世の中の流れや生活の変化などを書いてくだ
　　　さい。（社会経済的環境）

	


（２）あなたの事業にとって重要と思われる業界、関連する業界の動向を書いてください。
　　　（業界の動向）

	


（３）あなたの事業にとって重要と思われるお客様や得意先の変化を書いてください。
　　　（顧客、市場の動向など）

	


６．販売の仕組み（販売計画）を考えよう。

事業のコンセプトを具体化するために、あなたはどのように販売をしていきますか。

既存の方法にとらわれず新しい事業にふさわしい独自の仕組みを考えてください。ＩＴなども積極的に使うとよいでしょう。

（１）お客様の詳細計画（ターゲットの選定）

	


（２）商品についての詳細計画（商品計画）

	


（３）価格についての詳細計画（価格政策）

	


（４）販売の方法などの詳細計画（販売と流通の計画）

	


（５）販売促進、店舗などの詳細計画（販売促進計画など）

	


７．仕入や生産の仕組み（仕入・生産計画）を考えよう。

個性のある事業には個性のある商品やサービス、技術が必要です。既存の方法にとらわれず、独自の仕組みを考えてください。

（１）仕入れ・購買または生産の仕組み

	


（２）原価（仕入コスト）管理と原価（仕入コスト）低減のための方策

	


（３）仕入や生産上の独自性やノウハウ

	


８．その他の仕組みを考えよう。

事業は販売と生産だけでは成り立ちません。ここではそれ以外の仕組みを考えてください。当面必要な点に絞って計画してください。
（１）人についての仕組み

	


（２）物についての仕組み

	


（３）情報システムの仕組み

	


（４）管理の仕組み

	


（５）その他の準備事項

	


９．損益計画を作ってみよう。（もうかるかどうか確かめよう）

いくら良い事業を考えても、もうからなければ話になりません。数字にもとづいて、しっかりと確かめましょう。
（１）売上高の予測
（２）売上原価の見積り
（３）経費の見積り（人件費、その他の経費、支払利息など）
（４）損益計算書の作成
（５）損益分岐点の把握
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（単位：千円）

�@見積もり期間は任意です。

�A売上原価（商業：仕入原価、製造業：製造原価）

�B人件費、減価償却費、支払利子以外は、事業の実態に応じて設定

見積損益計算書


１０．資金計画を作ってみよう。（カネは大丈夫だろうか）

お客様の支持を受け、しかも採算のとれる事業でも、お金が回らなければ事業としては成り立ちません。最後の決め手は資金繰りです。
（１）設備資金の見積り
（２）開業資金の見積り
（３）運転資金の見積り
（４）自己資金
（５）借入金と返済条件
（６）資金計画の作成

	資金計画（初年度）

	必要な資金
	金　額
	調達の方法
	金額

	設備資金
	
	自己資金
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	金融機関からの借入
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	運転資金
	
	
	

	
	
	
	


	
	
	その他からの借入
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	合　計
	

	(単位：千円)


１１．開業の準備と事業のスケジュール

開業から一定の軌道に乗るまでの、大まかな取組み事項とスケジュールを整理してください。

事業スケジュール（初年度）
	年月

項目
	初年度（平成　　年　　月～　　年　　月）

	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）取組み事項ごとに開始時期、期間を⇒で表示

事業スケジュール（第２期以降）

	年月

項目
	第２期
	第３期

	
	前半
	後半
	前半
	後半

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


� EMBED Excel.Sheet.8  ���





事業計画書


（創業用）
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_1157208937.xls
損益計算書

		

				見積損益計算書

						開業当初		起動に乗った後

				売上高

				売上原価

				売上総利益		0		0

				粗利益率		0.0%		0.0%

				経　費

				人件費

				減価償却費

				支払利息

				経費合計		0		0

				利　益		0		0

								（単位：千円）

				①見積もり期間は任意です。

				②売上原価（商業：仕入原価、製造業：製造原価）

				③人件費、減価償却費、支払利子以外は、事業の実態に応じて設定





損益分岐点

		

				損益分岐点分析(タイプ１）

						当初		起動に乗った後

				売上高

				変動費		0		0

				売上原価

				（変動費率）		0%		0%

				限界利益		0		0

				（限界利益率）		0%		0.000

				固定費		0		0

				販売費・一般管理費

				営　業　外　損　益

				損益分岐点売上高		0		0

				損益分岐点比率		0%		0.0%

				（注）製造勘定のない場合（小売業、卸売業など）

				損益分岐点分析(タイプ２）

						当初		起動に乗った後

				売上高

				変動費		0		0

				材料費

				外  注  加  工  費

				（変動費率）		0%		0%

				限界利益		0		0

				（限界利益率）		0%		0.000

				固定費		0		0

				販売費・一般管理費

				営　業　外　損　益

				労務費（製造費用）

				製　造　経　費

				損益分岐点売上高		0		0

				損益分岐点比率		0%		0.0%

				（注）製造勘定のある場合（製造業など）





資金計画

		

				資金計画（初年度）

				必要な資金		金　額		調達の方法		金額

				設備資金				自己資金

								金融機関からの借入

				運転資金

								その他からの借入

				合　計		0		合　計		0

										(単位：千円）

				①設備資金：設備関連、什器備品、保証金などに充当する資金、保証金以外はほぼ減価償却の対象

				②運転資金：売上高の入金と仕入れや経費の支払いとの時間的なズレを調整する資金

				　　簡易な見積もり：（１ヶ月の仕入高＋１ヶ月の経費）×○ヶ月

				③制度融資などは、一定率の自己資金を要求される場合があります。






_1157209062.xls
損益計算書

		

				見積損益計算書

						開業当初		起動に乗った後

				売上高

				売上原価

				売上総利益		0		0

				粗利益率		0.0%		0.0%

				経　費

				人件費

				減価償却費

				支払利息

				経費合計		0		0

				利　益		0		0

								（単位：千円）

				①見積もり期間は任意です。

				②売上原価（商業：仕入原価、製造業：製造原価）

				③人件費、減価償却費、支払利子以外は、事業の実態に応じて設定





損益分岐点

		

				損益分岐点分析(タイプ１）

						当初		起動に乗った後

				売上高

				変動費		0		0

				売上原価

				（変動費率）		0%		0%

				限界利益		0		0

				（限界利益率）		0%		0.000

				固定費		0		0

				販売費・一般管理費

				営　業　外　損　益

				損益分岐点売上高		0		0

				損益分岐点比率		0%		0.0%

				（注）製造勘定のない場合（小売業、卸売業など）

				損益分岐点分析(タイプ２）

						当初		起動に乗った後

				売上高

				変動費		0		0

				材料費

				外  注  加  工  費

				（変動費率）		0%		0%

				限界利益		0		0

				（限界利益率）		0%		0.000

				固定費		0		0

				販売費・一般管理費

				営　業　外　損　益

				労務費（製造費用）

				製　造　経　費

				損益分岐点売上高		0		0

				損益分岐点比率		0%		0.0%

				（注）製造勘定のある場合（製造業など）





資金計画

		

				資金計画（初年度）

				必要な資金		金　額		調達の方法		金額

				設備資金				自己資金

								金融機関からの借入

				運転資金

								その他からの借入

				合　計		0		合　計		0

										(単位：千円）

				①設備資金：設備関連、什器備品、保証金などに充当する資金、保証金以外はほぼ減価償却の対象

				②運転資金：売上高の入金と仕入れや経費の支払いとの時間的なズレを調整する資金

				　　簡易な見積もり：（１ヶ月の仕入高＋１ヶ月の経費）×○ヶ月

				③制度融資などは、一定率の自己資金を要求される場合があります。






